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EUの教育政策戦略とドイツの高等教育および職業教育の改革 
福光 瑞江 (共通教育ドイツ語非常勤講師) 
 伝統的に一般教育と職業教育を峻別するドイツでは、一般教育は支配者の、職業教育は
被支配者の教育であるという見方があった。小学校を 4年で終了する 10歳という年齢
で、大学教育へとつながる一般教育に進学するか、職業訓練教育を受けるかの選択を迫ら
れる。他方、教育政策を通じて各国の結束を図ろうと考える EUは、一般教育と職業教育
を連携させた「ヨーロッパ資格枠組み」を作成し、EU 加盟国の指導的役割を担うドイツ
にも教育改革を迫っている。グローバル化によりまず労働市場が変化を被り、そこから高
等教育を含めた一般教育および職業教育の変革が求められる中、ドイツの教育政策は、自
国の独自性を守りながらも、EUの加盟国として歩調を合わせることを要求されている。教
育の領域にもグローバル化による世界競争が齎されることを考えるならば、こうした教育
改革の断行はドイツに限らす、日本の教育政策にも影響を与えることに注目したい。 
キーワード：EUの教育政策、EU雇用戦略と生涯教育、ドイツの高等教育、ドイツの職業教育、
チューニング・プログラム
1．はじめに
ドイツの教育は、6 歳から義務教育が始
まり、義務教育期間は 14歳(州によっては
15 歳)までの 9～10 年間である。ドイツは
16 州からなる連邦制をとり、教育の権能
が州に任される「州の文化高権」を採用
しているので、義務教育期間を 10 年に制
定している州もあれば、9 年の州もある。
小学校を 4 年間で終了した後、10 歳とい
う低年齢で児童が進路を三つに振り分け
られる複線型教育制度を採用する。つま
り、5 年制の基幹学校(Hauptschule)、6
年制の実科学校(Realschule)、9 年制(又
は8年制)のギムナジウム(Gymnasium)に
進学する。これがドイツ固有の伝統的な
前期中等教育の三分岐型である。ただし、
1960 年代後半から、10 歳という低年齢で
児童の進路を早期に振り分ける三分岐型
の弊害に対して、前期中等教育の終りの
15歳～16歳に進路が決定できる総合制学
校(Gesamtschule)の存立が各州で認めら
れるようになったが、やはり今でも主流
は三分岐型である。基幹学校と実科学校
の場合は、職業資格を取得するために、
職業教育訓練へと向かう。職業教育訓練
は大きく分けて、職業学校と企業での訓
練を組み合わせた二重システム (duale 
1EU条約第 3b条。
System)と、二重システム以外の職業教
育の学校により行われる。ギムナジウム
は大学に進学することを目的とした学校
であり、ギムナジウムの初級・中級段階
を終えた生徒のほとんどが、大学入学資
格(Abitur)を得るために、そのままギムナ
ジウム上級段階（後期中等教育課程）へ
と進学する。
こうしたドイツ固有の伝統的教育制度
が、EU の教育政策のもとでどのように変
化していかざるを得ないかを本稿は考察
する。
2．EUの教育政策
EUの教育政策は、1957年のローマ条約
で職業訓練に関する政策に始まり、1973
年ブリュッセルの EU本部に、「教育・研
究と科学」総局が置かれてから、教育対
象が職業訓練から普通教育へと拡大され、
1993年のマーストリヒト条約で初めてEU
の教育政策が条約発効された。マースト
リヒト条約で EUと加盟国の関係は、「補
完 性 の 原 理 (the principle of
subsidiarity)」 1のもと、決定や自治など
を各国に委ね、各国ができにくいことを
EU が実施する仕組みになっている。つま
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り、補完性の原理のもと、言語と文化の
多様性の尊重と各国の教育政策を尊重し
つつ、加盟国間の協力を補完するために、
アクション・プログラムの提供や立法化
をおこない、質の高い教育の発展を目指
す。例えば、一般教育についてはソクラ
テス(Socrates)、職業訓練に関してはレオ
ナルド・ダ・ヴィンチ (Leonardo da
Vinci)が推奨された。
ソクラテスの基本理念は、生涯教育の促
進および「知のヨーロッパ」の構築への
援助である。具体的目標として、①すべ
てのレベルで教育におけるヨーロピア
ン・ディメンションの強化、②ヨーロッ
パ諸言語に関する知識の向上、③教育を
通じた協力と交流(mobility)の促進、④教
育におけるイノベーションの奨励、⑤教
育のあらゆる部門における平等な機会の
促進とを掲げる。これらの目標のもと、
就学前から初等・中等教育を対象とする
コメニウス(Comenius)、高等教育を対象
とするエラスムス(Erasmus)、成人教育を
対象とするグルドヴィン(Grundtvig)、ヨ
ーロッパ言語学習のリングア(Lingua)、
遠隔教育・情報教育のミネルバ(Minerva)、
といったプログラムが展開されている。 
 2007～2013 年、ソクラテス・プログラ
ムのコメニウス、エラスムス、グルンド
ヴィと職業訓練分野のレオナルド・ダ・
ヴィンチ・プログラムを統合した新たな
プログラム「生涯学習プログラム 2007～
2013」 2が始まった。目標は、次世代の
ために環境保護を確実に進めると同時に、
持続可能な経済的発展、より多くのそし
てより良い職、より大きな社会的結束を
伴う先進的な知識基盤型社会としての
「共同体」の発展に、生涯学習を通じて
貢献することにある。特に、質の高い教
育が世界の先例となるように、EU 域内
の教育と訓練制度間の相互交流、協力、
そして流動性を促進することを目的とし
ている。予算は 7年間で 69億 7000万ユ
2 Official Journal of European Union 24.11.2006 
L327/45  
3Philipp Gonon(2007), 「スイスならびヨーロッパ
における職業教育改革の動向」、2007年 6月 7
ーロ(約 1 兆円)。予算配分は、コメニウ
スに 13％、エラスムスに 40％、グルン
ドヴィンに４％、レオナルド・ダ・ヴィ
ンチに 25％を下らないように示されてい
る。ここから判るように、高等教育のエ
ラスムスにかなりの重点が置かれており、
EU が抱える高齢化社会と雇用問題を解決
するために、高等教育を梃子にして知識
基盤型社会へと移行し、生涯学習を全面
に押し出す。 
3．EU雇用戦略と生涯教育 
ドイツは伝統的に「一般教育は必然的
にいかなる職業教育にも先行する」とい
う、「職業訓練と教育の対立」という観
念があった 3。しかし、1990年代になって、
IT 技術やインターネットの普及によりア
メリカに遅れをとった EU諸国は、「より
良い職をより多く創出し、社会的連帯を
強化し、持続的な経済成長を達成しうる、
世界で最もダイナミックでかつ競争力の
ある知識経済」を 2010 年までに確立する
政策に乗り出した。つまり、「教育と職
業訓練とを統合」し、学校教育の伝統的
な形式を経済的に有利なものへと転換す
る方向に舵をきる。
 周知のように、アメリカでは一般教育
と労働のための職業教育のギャップは深
くない。例えば、J.デューイは、近代工業
の陶冶的性格を正当に評価していないと
いう理由で、伝統的な学校カリキュラム
を批判し、「職業と学問の区別」はもは
や適切でないと考え、職業教育重視主義
(vocationalism)を推進する。これは職業
教育の概念を拡大させて、職業教育を中
等教育レベルの制度上の現象に関する概
念に留めるのではなく、大学教育のよう
な、伝統的に職業教育とはかけ離れた領
域が職業教育に含まれることを意図する。
EU は上述の職業教育重視主義を採用し
つつ、「労働市場にある個人は、就労し
つづけたいと願う場合、自らの学習に責
任をもつべきである」という生涯学習政
日広島大学大学院教育研究科での講演のレファラ
ンス：30. 
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策を前面に押し出す。すなわち生涯教育
とは、経済的価値に基づいて労働市場に
出て行く個人が知識基盤型社会に適応し
て就労能力を必要に応じて高め、生涯に
わたって教育と訓練が、また職場や高等
教育機関における再教育と再訓練とが必
要であることを意味する。
2020 年までの成長戦略である「欧州
2020」で、EUは①知的な成長、②持続可
能な成長、③包括的な成長を掲げる。①
は知識とイノベーションに基づいて経済
を発展させる。具体的には、研究開発の
促進とイノベーション結果の活用、ヨー
ロッパの高等教育機関の魅力強化、超高
速インターネット網の整備と利用推進の
三つを掲げる。②は低炭素社会と資源の
効率的利用を実現しながら競争力を有す
る経済の構築を目指す。③は社会的結束
(social cohesion)を強化させ、雇用力に富
む経済の構築を目指し、優先すべき政策
として、雇用の増加と労働市場の近代化、
貧困層や社会的に疎外された人々への支
援を示す。そのための数値目標として、
20 歳から 64歳の年齢人口における就業率
を 75％、研究開発費を対 GDPの 3％、ま
た中途退学者の比率を 10％、高等教育の
卒業者比率を 40％にすることを明記する 4。 
ところで、ここで問題になるのが、こ
の数値目標が EU加盟国に、その達成のた
めに「やわらかな圧力」をかけることに
はならないのか、という視点である。
2003年3月に決定された「リスボン戦略」
で、「裁量的政策調整」の名の下に四つ
のベンチマークが示される 5。①短・中・
長期設定目標を達成するためのタイムテ
ーブルと組み合わされた、EU の特定ガイ
ドライン、②世界最善事例に照らしつつ、
多様な加盟国・部門の必要に応じて、ベ
スト・プラクティスを比較する手段とな
る、量的・質的指標およびベンチマーク、
③国家間・地域間差を考慮に入れた特定
目標の設定と手段の採用を通じ欧州ガイ
4European Commission, Communication from the 
Commission* Europa 2020, A Strategy for Smart, Sus-
tainable and Inclusive Growth, p.32 
5European Council, Presidency Conclusion Lisbon Eu-
ropean Council, 23 and 24 March 2000. 
ドラインの国内・地域政策への翻訳、④
相互学習プロセスとして構成される、定
期的なモニタリング、評価、ピア・レヴ
ュー。ここから読み取れるのは、目標の
共有と加盟国各国の競争心によって、各
政府の自発的努力を強制し収斂させよう
とする「やわらかな圧力」である。法的
根拠はないけれども、これによって最善
の実践を学び普及させるという方法で、
緩い縛りが加盟国の教育政策をコントロ
ールすることになる。
4．ドイツの高等教育 
前述したように、EU は経済のグローバ
リゼーションと経済成長を促す就労能力
という観点から高等教育を重視する 6。更
には、1999 年に EU 直接の宣言ではない
けれども、「ヨーロッパ高等教育圏」の
確立を目指す以下のような「ボローニャ
宣言」7が出され、ドイツも参画している。 
① デ ィ プ ロ マ ・ サ プ ル メ ン ト
(Diploma Supplement)の採用を含
めて、理解しやすく比較可能な学位
制度を採用する
② 学士課程と大学院課程の 2 段階をす
べての国に導入し、第一学位は 3 年
以上の修業年限でヨーロッパの労働
市場に適切なレベルの資格と認める
③ 学生の流動化を促進するため、留学
時の学修機関と履修成績の相互承認
である「欧州単位互換制度(ECTS)」
と互換性のある単位制度を導入する
④ 学生・教職員の自由な移動を拒む障
害を取り除き、流動化を促進する
⑤ 比較可能な基準と方法を開発し、質
の保証においてヨーロッパの協力を
進める
⑥ 高等教育におけるヨーロッパの視点
を促進する
この宣言の背景には、各国がもつ様々な
高等教育システムを収斂させ、ヨーロッ
パ統合に伴う域内労働市場を成立させる
6European Commission, The EU and Lifelong Learn-
ing Policy, p.274 
7EU加盟国 27ヶ国を超えて 46ヶ国が参画し、ボ
ローニャ・プロセスの影響はヨーロッパを越えて、
南北アメリカ、オーストラリアにも及んでいる。
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という意図がある。更には、アジア・ラ
テンアメリカ等からの留学生獲得競争で
アメリカに遅れをとっていることへの焦
りと、分校の設置やインターネットを通
じ て 高 等 教 育 を 行 う 超 国 家 教 育
(transnational education)に対する危機感
がある。グローバル化が進み、学生、影
響力、威信、資金をめぐる世界的な大学
間競争が激しくなりつつある現状で、学
士課程と大学院課程の 2段階に分かれたシ
ステムと単位制度の導入は、ヨーロッパ
以外からの学生を引きつけ、流動化を図
ることに役立つ。なるほど、この両者は、
アメリカ、イギリスをはじめ世界の多く
の国々で採用されてきたものの、ヨーロ
ッパ大陸諸国の高等教育にはこれまで馴
染みがない。しかし、ヨーロッパ高等教
育圏の魅力と競争力を高めるためには、
各国が自らの高等教育システムを改革せ
ざるを得ない。こうした状況の下、ドイ
ツの高等教育も変更を余儀なくされてい
る。
前期中等教育で三分岐型を採用するドイ
ツでは、「一般教育は支配者の職業教育
であり、職業訓練は被支配者の一般教育
である」というベーベルの言葉が示すよ
うに、伝統的に高等教育はエリートの進
むコースと見なされてきた。この考えが、
ドイツの社会的階層構成を形成し、また
再生産するという社会的機能を果たして
きた。それゆえ、高等教育は一種の聖域
であり、これまで、学士、修士、博士と
いうような段階化された高等教育の基本
構造を採用してこなかった。ましてや大
学での研究と教育の質を評価するという
考えにも縁遠かった。これに加えて、ド
イツでは各州に「州の文化高権」が認め
られており、各州は自らの「大学法」に
則って「学士入学規則」を設定できる。
それゆえ、州が教育に関する権限を有し
ているドイツでは、EU という上位レベル
が、国・州・市町村などの下位レベルへ
「ゆるやかなる圧力」をかけて、「州の
8アンケートによると、外交政策などについては
70％以上が EU レベルでの決定に賛成するが、教
育制度に関しては、約 60％が各国レベルの決定
文化高権」を徐々に侵害していくことに
危惧を感じている層もある 8。 
ドイツが積極的に関わっているボロー
ニャ・プロセスは協議メンバーとして、
欧州協議会、ユネスコ・ヨーロッパ高等
教育センター、ヨーロッパ大学協会)、ヨ
ーロッパ高等機関協会）、ヨーロッパ学
生組合、ヨーロッパ高等教育質保証協会、
教育インターナショナル汎欧州機構、ビ
ジネスヨーロッパと、欧州統合政策の主
唱機関、国連の当該組織、ヨーロッパレ
ベルの大学連合体、学生自治会、質保証
機関、教員組合、そして経済団体が、こ
のプログラムに関与している。特筆すべ
きは、ヨーロッパ大学協会とヨーロッパ
学生組合の関与である。前者は、ヨーロ
ッパの大学団体と EUの大学学長会議が合
体して 2001 年に生まれた組織で、現在 46
ヶ国に 800 人メンバーを擁し、2年ごとに
担当大臣会議に、毎回のようにトレンド
(Trends)と称するレポートを提示し、会議
の動向に影響を与えている。後者は、正
式名称をヨーロッパ学生情報局といい、
1982 年西ヨーロッパ各国の学生組合の連
合である西ヨーロッパ学生情報局として
誕生し、現在では東欧を含む 38 ヵ国、49
の学生組合が参画し、約１千万人の学生
を代表して、毎年の担当大臣会議に「学
生からみたボローニャ・プロセス」を提
示し、影響力を行使している。ここから
判るのは、ボローニャ・プロセスには政
府の主導を越えた力が働いており、プロ
セス自体は政府機関が主導するものであ
るけれども、この活動を実りあるものに
しているのは、大学自体の自主的な働き
であるという点である。これによって、
「州の文化高権」が徐々に侵害されてい
くという政治的側面は否めないとしても、
学生を含めたドイツの大学自体が改革を
自主的に押し進めていることも事実とし
てある。
 ところで、ボローニャ・プロセスでは、
2005年のベルゲン会議以降、2年ごとにス
トックテイキング(stocktaking)と称する評
が望ましいと回答している。INRA Deutschland, 
Auf dem Weg zur Erweiterung Image, Aufgabe und 
Zukunft der Europäischen Union, 2002, S.35.  
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価作業を行っている。2009 年 4 月のルー
ベン会議に提出された評価レポートによ
ると、ドイツの進捗状況は参加 48 ヶ国中
29番目と、低位にある。1位のイギリスが
10 項目すべてで最高点の緑(仮に 5点とす
る)をマークしたのに対して、29 位のドイ
ツは、学士・大学院の 2サイクルの進捗が
5 点満点中の 2 点、欧州大学間単位互換制
度(ECTS)の進捗が 5点満点中の 2点で、こ
れらが、ドイツを低位置へと追いやる 9。
こうした結果をもたらす要因として、以
下の三つのことが考えられる。
 第一に、学士・大学院の 2サイクルを推
進するボローニャ・プロセス自体が、ア
メリカおよびイギリスの大学制度に親和
的に作成されたために、伝統的に学士、
修士、博士を課程として区分するのでは
なく修学成果として区分するドイツの大
学形態にとっては、2 サイクルへの移行お
よびに欧州大学間単位互換制度の適応に
時間がかかる。別の言い方をすれば、ド
イツの大学を修了して獲得できる資格は、
デ ィ プ ロ ム (Diplom)、 マ ギ ス タ ー
(Magister)、国家資格であり、ドイツの
ディプロムとマギスターは、日本やアメ
リカのようにディプロム取得後にマギス
ター課程に進むという階層的区別ではな
いから、ディプロム資格のまま、つまり
マギスターの資格なしに博士号を取得で
きる。また、博士号取得後には、日本や
アメリカの大学には存在しない、大学教
授資格(Habilitation)への道がある。これ
を取得しなければ、ドイツでは大学教授
にはなれない。要するに、ドイツの高等
教育の仕組みは、学士・大学院という 2サ
イクルの枠に収まりきれないドイツ固有
の高度な階層制度がある。
第二に、ドイツの三分岐型の教育体制
がもたらす一般大学(Universität)と専門大
学 (Fachhochschule)の区別に、ボローニ
ャ・プロセスの遂行を阻む要因が潜む。
元来ドイツの大学は、博士号を授与しか
つ大学教授資格を授与できる、幅広い範
囲の伝統的学問分野の研究・教育を行う
機関と見なされてきたが、戦後は博士号
9 https://media.ehea.info/file2009_ Leuvan –Louvain, 
p.105. 参照：舘昭(2010)、「ボローニャ・プロセ
を 授 与 す る 多 く の 高 等 教 育 機 関
(Hochschule)が大学として昇格した。また
戦後の高等教育の拡大にともなって、技
術系専門学校や経済・社会学系の高等専
門学校は専門大学として昇格し、それ以
降、一般大学と専門大学がドイツの高等
教育を担うことになる。一般大学に入学
するためには、中等教育終了後、原則と
して大学入学資格試験に合格しなければ
ならない。他方、専門大学の入学に大学
入学資格試験は必要とされない。それゆ
え、下級中等教育と見なされる実科学校
終了後、2 年間の専門上級学校を終了した
者や、それと同等とみなされる学校教育
を終了した者にも門戸が開かれている。
こうした入学時の条件の相違に加えて、
一般大学と専門大学では取得できる修了
資格にも相違がある。一般大学を修了す
ることによって取得できる資格は、ディ
プロム、マギスター、国家資格であり、
医学、法学、教職、食品化学などは国家
試験の合格をもって修了する。他方、専
門大学で取得できる資格ディプロム(FH)
は、一般大学のディプロム資格とは異な
り、博士号取得や大学教授資格の取得へ
の道は開かれていない。なぜなら、一般
大学が「学生個人の自由な研究」に重き
を置くのに対して、専門大学では学生に
多くの必修科目を課し、実習的・実践的
プログラムを通じて応用的側面を修得さ
せる「学校教育」に重きを置くからであ
る。
 第三に、ドイツ人が高等教育に費やす
時間、つまり学生は平均して 20 歳を越え
て高等教育に入り、平均的在学期間が 6.4
年、卒業時の平均年齢が 27.9 歳という事
実が、ボローニャ・プロセスの遂行を阻
む。2011年 6月 30日までドイツには徴兵
制(兵役あるいは兵役の代替である社会奉
仕活動への義務)が機能していたため、中
等教育を終え大学修学資格を取得しなが
らも、直ぐに高等教育へと移行できない
状況があった。それゆえ伝統的にドイツ
の若者は大学進学前に海外でボランティ
アなどをする者が今でも多数いて、一般
スの意義に関する考察」、名古屋高等研究所
(10)：173 で順位が一覧表に組み替えられている。
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大学への入学年齢を押し上げている。例
えば、兵役義務が存在していた 1995 年の
統計によれば、入学者の平均年齢は 22.8
歳であり、日本で言えば、大学を卒業し
ている年齢である。大学在学期間に関し
ても、専門大学生の平均在学期間は 4.5年
間、一般大学の平均在学期間は 6.4年間で
あることを加味するならば、大学終了時
の平均年齢は、一般大学で 27.9 歳、専門
大学で 27.3 歳となり、就職年齢を非常に
高めている。 
 この背景に、ドイツでは大学での修了
資格が職業上の資格として位置付けられ
ているために、学部・学科の専攻領域の
選択それ自体が、学生の将来的な職業の
方向付けを決定するという現実がある。
つまり、大学入学時に既に将来の職業を
決定しており、しかも入学時に相当の年
齢に達しているドイツの学生は、将来の
職業に対する関心も非常に高く、その関
心が長い在籍年数をかけて学生を勉学へ
と駆り立て、自ら選択した職業に就くた
め、資格を獲得していくという高い目的
意識をもって高等教育へ入っていく姿勢
がある。他方でしかし、大学入学年齢が
高く、在学期間も長期化するドイツの高
等教育の在り方は、修了者の就職年齢を
高めることになり、高等教育への進学そ
のものが学生の負担とリスクを伴うこと
を考慮に入れるならば、ボローニャ・プ
ロセスに従って、アメリカやイギリスの
ように大学修了年齢を下げることも、一
つの改善策になるかもしれない。 
 
 5．ドイツの職業教育と「ユース・ギャ
ランティ政策( Youth Guarantee)」 
 ドイツには二重システムと呼ばれる、独
特な職業教育のシステムがある。このシ
ステムで職業教育を受ける者は、週に 3日
から 4 日を企業で実践的な訓練を受け、1
日から2日を職業学校で理論的な教育を受
け、企業における訓練と職業学校での理
論教育の二つの場で職業教育が並行して
行われる。職業教育は、国家によって認
められた職業教育職種だけが許されてお
り、教育機関、教育大綱計画、試験規則
なども国家によって定められている。つ
まり、職業教育は全国的に統一されてお
り、業界を越えた職業資格として国家に
よって認められている。職業教育を施す
企業の資格に関しては、商工会議所、手
工業会議所、農業会議所、各種の自由業
会議所等、その職種によって決められた
担当機関が監督している。実際に職業教
育を施す企業は、大企業から、中・小の
企業といった様々なレベルで、様々な職
種によって担われている。期間は訓練職
種によって異なるが、通常、2年から 3年
半にわたって行われる。どの訓練職種に
おいても、中間試験と終了試験が定めら
れており、この終了試験に合格した者に
のみ職業資格が与えられる。 
 ところで、二重システムの職業学校は
「定時制職業学校(Teilzeite-Berufsschule)」
と呼ばれ、全日制の職業学校とは区別さ
れる。定時制職業学校における教育の財
政は、州と地方公共団体が負担し各州の
監督下に置かれている。企業における訓
練に関しては、訓練を行う企業がそれぞ
れ財政負担をする。とは言っても、企業
での訓練は、ドイツ連邦政府直轄の公法
上の団体である連邦職業教育研究所が担
っており、これが定める養成訓練規定
(Ausbildungsordnung)に従って訓練が遂
行される。つまり、企業における訓練は
法的には連邦政府の監督下にあり、職業
教育の二重システムは、企業、州、連邦
政府の三つが入り交じった中で行われて
いる。また職種によっては管轄している
連邦局が異なってくるため、現実にはか
なり複雑な形態をとりながら機能してい
る。 
 周知のように、ドイツは資格社会と言
われ、職業資格を有するか否かは、その
後の職業生活に多大な影響を与える。職
業資格を持たない者は、多くの場合、未
熟練労働者として低賃金労働につかざる
を得なくなり、昇進の可能性もなければ、
失業した場合の失業手当の給付額の差も
大きくなる。そのため、二重システムの
職業学校へ通っている者の 70％は、三分
岐型の実科学校修了者と基幹学校修了者
である。つまり、高等教育に進学しない
青少年の多くが、二重システムによって
職業資格を得る道を選んでいる。これは、
ドイツの三分岐型体制がもたらす「高等
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教育か職業教育か」という二者択一の延
長上に、職業教育が置かれていることを
示している。 
 ところが、1990 年頃から多くの若者が
職業教育よりも高等教育への進学を選好
するようになり、大学生の総数が職業訓
練生の総数を上回る状況になった。この
状況はドイツのみに特有なものではなく、
EU 諸国および日本やアメリカを含む先進
諸国ではずっと以前に同様な傾向がみら
れていた。三分岐型の教育制度と職業教
育の二重システムのせいで、ドイツの高
等教育の拡大は他の先進諸国に比べて低
く抑えられてきていた。しかし高等教育
の拡大すなわち高等教育の大衆化によっ
て、「高等教育は支配者の職業教育であ
り、二重システムは被支配者の職業教育
である」というドイツの伝統な棲み分け
は破壊されていった。換言すれば、経済
的・技術的・文化的発展の結果、多くの
若者が学問志向の生き方やキャリアを選
ぶようになり、高等教育に進学する割合
が増大し、従来通りであれば高等教育卒
業者に割り当てられるエリート的な職業
に就けなくなり、失業や「不適切就業」10、
あるいは高等教育修了後に二重システム
に参与し職業資格を獲得する若者が増加
し、これまでの「高等教育か職業教育か」
という二者択一的ではなくなってきてい
る。 
 こうした青少年の失業や不適切労働は
ドイツ固有の問題ではない。2011 年から
2014年にかけての EUの雇用は、4220万人
から 4040 万人へと減少し、850 万人が失
業し、失業率は 10.2％に上がった。15 歳
から 19歳の失業率は 26.3％、20歳から 24
歳は 20.6％、25歳から 29歳で 13.6％4で
あった 11。就労形態に着目すると、若年層
の非正規雇用割合が相対的に高く、15 歳
から 24 歳のパートタイマー比率が 31.9％、
25歳から 29歳は 17％であるが、不本意で
パートタイマーとして就労する比率は、
15歳から 64歳の年齢層で 29.6％であるの
10大学で取得した職業資格とは異なる職種に就く
ことを「不適切就労」と呼び、「資格と職業の一
致」を原則とする資格社会のドイツでは、大きな
問題になっている。 
に対して、15 歳から 29 歳の年齢層では
34.5％にも達している。このように、若
者に厳しい雇用環境を改善するために、
欧州委員会は 2012年 12月に「青少年雇用
パッケージ」を提案する。これは、「ユ
ース・ギャランティ政策」という名の下
で、若年失業問題の解決に特化する 12。
2013 年 4 月には、「ユース・ギャランテ
ィの創設に関する理事会勧告」が採択さ
れ、加盟各国は 25 歳未満のすべての青少
年に失業後もしくは中途退学後 4ヶ月以内
に職場の紹介あるいは養成訓練ないし継
続教育のいづれかを提案する義務を負わ
せる。実施のために各国は自国の職業教
育・訓練制度改革をして、欧州委員会に
計画を提示することになる。つまり「ユ
ース・ギャランティ政策」は、青少年の
就業力を向上させ、学校から職場への円
滑な移行を助長する積極的労働市場政策
である。これを青少年の側から見れば、
就労のための個人的・具体的な提案を受
けることが保証されているという意味で、
「ユース・ギャランティ」である。 
 ドイツが欧州委員会に提出したユー
ス・ギャランティ政策実施計画の基軸は、
求職支援と職業向上訓練・資格取得支援
である。この政策の対象は 25 歳未満の若
者であるが、15歳から 25 歳未満の年齢層
には、就学中の者もいれば失業中の者、
さらには就労意欲を喪失した者など、そ
の社会的立場は質的に大きく異なる。雇
用政策の効果を高めるために、施策ごと
に対象者を絞り、それぞれのニーズに相
応しい適切なサービスを提供する必要が
ある。そのため、連邦雇用庁とその下位
組織の公共職業安定所やジョブセンター
(地方自治体との共同設置)などの行政機関、
ドイツ労働組合総同盟およびドイツ使用
者連盟などの社会的パートナー、業界団
体や商工会議所、さらには福祉団体など
がネットワークを組み、職場の斡旋と職
業訓練ポストの斡旋をきめ細やかに行っ
ている。特に職業訓練ポストの斡旋は、
11European Commission (2015a), p.33ff. 
12参照：内山隆夫(2016)、「EU のユース・ギャラ
ンティ政策とドイツの実施計画」、『経済学部論
文集』(京都学園大学)第 26巻第 3号：1－24. 
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職業資格未取得のまま中途退学した者や、
職業訓練を途中で断念した若者にやり直
しの機会を提供するだけでなく、よりレ
ベルの高い資格取得のための職業教育を
提供することを目的とする。要するに、
ドイツのユース・ギャンランティ政策は、
EU の戦略に従って、職業教育・訓練制度
を労働市場のニーズの変化に適応させ、
若者の就業力を向上させ、労働市場への
編入促進を図るばかりでなく、雇用を通
じて若者を「社会的に包摂」13することを
目指している。
 元来、職業教育と職業訓練を並行させ
るドイツの二重システムは世界でも高く
評価されており、学校から職場への移行
が他国に比べると比較的スムーズである。
そうであっても、労働力需要の構造変化
に伴い若者が社会的排除リスクの最も高
い集団であることに変わりなく、失業者
の 45％が職業教育未修者であり、その
12％が 15歳から 25歳の若者であることを
考えるならば、若者の就業力育成と向上
が喫緊の課題になる 14。それ故、ドイツ政
府は中途退学者および 4ヶ月以内の失業者
に就労を斡旋するユース・ギャランティ
政策に対して、68 億 60万ユーロの経費を
投入し、参加者一人当たり 20765.3ユーロ
を支出している。これは、二位ハンガリ
ーの 12億 5570万ユーロ、参加者一人当た
り 13,384.8 ユーロを大きく上回っている。
また失業者 1000 人当たりに割り当てられ
る公共職業安定所職員数は 44 人で、EU 域
内で突出している。連邦政府による多額
の政策経費の支出と、豊富な人員に裏付
けられた就業対策実施によって、ドイツ
が 2010年から 2014年にかけて「雇用の奇
跡」を引き起こしたことは、記憶に新し
い 15。 
132004年の欧州理事会で、 社会的包摂を「貧困や
社会的排除のリスクにある人々が経済的・社会
的・文化的生活に十分に参加するのに必要な、ま
た彼らが生活する社会で標準的な生活・福祉水準
を享受するのに必要な機会と資源を獲得すること
を保証するプロセス」と定義する。この狙いは、
単なる経済成長至上主義ではなく、経済成長を実
現する過程で生じた経済的・社会的格差を是正し、
すべての市民が経済成長の果実を享受できる「社
ところで EU域内には、上述の「ドイツ
型二重システムモデル」以外に、国が職
業教育訓練に責任を負い、職業教育訓練
は労働市場から離れて学校ベースでなさ
れる「フランス型国家規制による官僚的
モデル」と、訓練の需要と供給は市場が
規制するという考えに基づき、国はでき
るだけ介入を控える「イギリス型の自由
主義モデル」がある。「イギリス型」は
①熟練労働者と非熟練労働者の相違が明
確でない、②制度として職業教育訓練は
あまり発達せず、教育制度への統合も少
ない、③職業教育訓練への規制は最小限
で、訓練は労働市場で得られる仕事に必
要な知識・技能・態度に焦点が当てられ、
仕事で獲得した資格が認証に重要な役割
を果たす、といった特徴をもつ。こうし
た特徴から、学校以外でのノンフォーマ
ル学習(意図的だが、政府・職場等の支援
なく、公共機関以外で行われるもの)やイ
ンフォーマル学習(日常的に行われる意図
的でないもの)の推奨ということが、導出
される。また、「フランス型」からは、
職業教育訓練と高等教育を横断する
EQF(European Qualifications Framework)や
VET(Vocational Education and Training)教
員・指導者の資格要件の引き上げ、とい
う事態を導出する。要するに EUは、三つ
のモデルの長所を組み合わせ、各国の職
業訓練制度の限界を突き崩しながら、欧
州労働市場を作り出すために、学んだ場
所(国、学校その他の機関)や教育訓練期間
ではなく、学習成果に基づいてポイント
を与え、ポイントの蓄積に応じて単位を
認定し、必要な単位を満たした場合に資
格を承認する ECVET( European Credit 
system for Vocational Education and 
会的市場経済(soziale Marktwirtschaft)」の確立にあ
る。
14Bundesagentur für Arbeit (2015), S.154. 若年失業
者に関して、東西ドイツ統一によって齎された特
有の問題があることも想定されるが、ここではそ
の点を触れないでおく。
15シュレダー政権下で実行された「ハルツ改革」
も雇用の奇跡を生み出した要因であることを指摘
するに留めたい。
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Training)を提案する 16。こうした動きか
ら判ることは、EU 域内で職業教育訓練が
共有化されるために、ポイント制度を設
定して各国の職業教育の差異をならし、
職業教育に携わる教員・指導員の養成の
レベルを共通にしていくことにまで踏み
込んでいる点である。さらには、グロー
バル化に伴い常により高度な技能やスキ
ルを求める続ける労働市場に対して、
「学校での職業教育だけでは間に合わな
い」という自覚のもとに、一人一人が雇
用され続けるために生涯にわたって学習
し続ける必要があり、このための手段と
してインフォーマル学習およびノンフォ
ーマル学習を EUは推奨する。
6．EQFとチューニング・プログラム 
2008年 4月に、EUが職業教育訓練と高
等教育を横断する欧州資格枠組み(以下
EQF と記載)を提示して以来、ドイツでは、
「高等教育か職業教育か」という二者択
一的な進路選択は影を潜めつつある。EQF
は「知識・スキル・能力」の三つの項目
を設け、それぞれ 8段階に分ける。レベル
１から 4が従来の職業訓練教育に関する指
針、レベル 5 は準学士(短期高等教育)、レ
ベル 6は学士(高等教育第 1期)、レベル７
は修士(高等教育第 2期)、レベル 8は博士
(高等教育第 3期)を指針する。「知識」は
理論的知識・事実についての知識、「ス
キル」は論理的、直観的、創造的な思考
を含む認知スキルと、手先の巧緻さと方
法、材料、道具・器具の使い方を含む実
技的スキル、「能力(competence)」は責
任能力と自律能力をそれぞれ意味する 17。
これらは、各段階の学習が終了する時点
で習得されていなければならない「学習
16岩田克彦、「第 6章 EU及び欧州諸国の職業教
育訓練と教員・指導員の養成」、223 頁。EQF と 
ECVET の相違は、前者が獲得した資格の透明性、
比較可能性、携帯性を高めることを目的にするの
に対し、後者は資格取得過程における個人の学習
成果の携帯性、承認、蓄積を容易にすること目的
とする。
17 参照：松井裕次郎、「若年者の就業支援―EU,
ドイツ、イギリスおよび日本の職業教育訓練を中
心に－」、175頁。
18M.トロウが、大学教育はエリートからマス、マ
スからユニバーサルへと展開すると予想して以
成果(learning outcomes)」に従って記述
されている点に特色がある。
 学習成果が強調され始めた背景に、大
学における教授・学習の「質保証」への
問いがある。①グローバル化や知識社会
の到来による環境の変化、②拡大した大
衆化・ユ二バーサル化する高等教育の変
貌 18、③高等教育の国際化、雇用の国際的
流動性、等が引き金となって、大学の質
保証システム及び学習成果アセスメント
に関する制度が求められるようになった。
つまり、従来の、教育を適切に遂行する
ために必要な環境条件を整備するという
「事前規制」から、教育を通じて学生が
何を知り、理解し、行えるようになるか
という「事後チェック」としてのアウト
カム重視へとシフトしていったのである。
このために導入されたのが EQF であり、
EQF を実践する方法として学問分野別(経
営学、化学、地学、教育、欧州学、歴史
学、数学、看護学、物理学の九つ)にアウ
トカムを設定するチューニング・プログ
ラム、これを国際的に通用させるための
「経済協力開発機構による高等教育にお
ける学習成果調査(OECD-AHELO)フィー
ジビリティ・スタディ」19が誕生する。チ
ューニング・プログラムは、学生が科目
の履修を通じて習得することが期待され
ている具体的な知識および能力を意味す
る「学習成果」と、複数の科目の学習成
果を有機的かつ総合的に結合して習得さ
れるべき抽象的能力を意味する「コンピ
テンス」を区別する。そして抽象的なコ
ンピテンスを具体的な学習成果に落とし
込み、客観的なアセスメント・ツールで
評価しようと試みる。このように、大学
来、大学の大衆化は現実のものとなっている。日
本でも「高大接続システム」などが議論されるの
も、大学の大衆化のあらわれと言えよう。
19OECD は大学教育のアウトカムを世界共通テスト
用いて測定するために、テスト問題を開発中であ
る。参照：深堀聡子(2012)、「学習成果アセスメ
ントのインパクトに関する総合的研究」;深堀聡
子(2014)、AHELO 調査結果の分析に関する研究会
研究成果報告書」。
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の教授・学習の質保証に関してガイドラ
イン(Academic Infrastructure)を設定する
ことで、欧州共通の高等教育圏の確立を
志向するばかりでなく、さらには世界共
通の高等教育圏の確立が可能になってく
る。
7．まとめ 
常に改革を進め続ける EUの教育政策と、
長い伝統に支えられたドイツ独自の初等
義務教育制度、高等教育、職業教育のあ
り方を見てきたとき、ドイツが EUの提示
をスムーズ受け入れる点もあれば、ドイ
ツ独自の教育路線を維持しようと思われ
る点もある。なぜなら、EU が掲げる学部
と大学院という 2サイクルの大学構造をド
イツも積極的に構築しつつあるが、しか
し他方で、EQFが博士レベルの 8を最上位
にするのに対して、ドイツは博士の上位
の資格として教授資格を残し、大学教育
の質の高さを維持し続けようとしている
からである。また、EU がドイツ型の二重
システムを EUの職業教育政策として各国
に奨励する点を考量するならば、ドイツ
の職業教育理念が EUの職業教育政策に影
響を与えているとも考えられるが、しか
し他方で、EQF のドイツ語版である DQR
(Deutscher Qualifikationsrahmen)に対し
て、DQR の並べ方に客観的根拠がないと
の批判に加えて、専門分野のパラメター
も厳密に規定されていないために定義が
あいまいであるとの批判も上がっている 20。 
 ここで、「知識基盤型社会」の構築を
旗印に「ヨーロッパ経済圏」の確立を確
実なものにしようとする EU の教育政策
に、以下のような警告が伴うことに留意
しておこう。「先進工業社会での教育訓
練は、人々に困難な仕事をこなす力をつ
けさせると同時に、彼らが仕事と技術を
すばやく、そして頻繁に変えなければな
らないことを受けいれるように仕向ける
という、逆説的な使命を持ってい
る。・・・時代遅れにならない唯一の技
能とは、新しい技能を学ぶ技能なのだ。
20Uwe Kastens(2010), Deutscher Qualifikations-
rahmen: Erprobung und Kritik, S.173-176.Vgl. 
https://pdfs.semanticscholar.org/b720. 
そのままであったら社会的、職業的そし
て地理的な可動性を妨げるような多くの
社会的つながりや制度的な関連を、この
高等教育のダイナミクスは弱めさせ
る。」21要するに、雇用戦略として技術・
技能の取得を重視する経済成長主義が教
育政策として推進されるならば、その代
償として、人間生活の基本である家族が
崩壊される危険性を伴うことになる。
こうした警告を先取りしたかのように、
ドイツでは既に 1953 年に、家族があらゆ
る事態の基盤であるとの指針のもとに
「連邦家庭・高齢者・女性・青少年省
(Bundesministerium für Familie, 
Senioren,  Frauen und Jugend)」を設けて
いる。2016 年には年間９１億ユーロを投
じ、自然に任せておくと家庭や家族が崩
壊されるという指針のもと、家族政策を
積極的に推進している。
ここまで EUの教育政策戦略に対するド
イツの高等教育および職業教育の改革の
対応を見てきて、われわれ日本人が学ぶ
べきことは、教育のグローバル化がもた
らす大学の質保証の国際化と、日本固有
の教育理念とのバランスをいかにとるか
という点にある。両者のバランスを取り
損ねると、経済的損失を被るばかりでな
く、人材を育成する教育の場での国際競
争に遅れを取ることにもなる。更には、
教育や経済のグローバル化にばかり目を
向けていると、足元で家族崩壊や地域社
会の崩壊が起こるという危険が潜んでい
ることにも留意しておくべきであろう。
21M.ギボンズ(1997)『現代社会と知の創造』、丸
善株式会社、136－137頁。 
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The European Union’s strategies of educational policies and German 
higher education reform and the vocational education reform 
 Mizue  FUKUMITSU 
 This paper describes the trends and the prospects of the higher education reform and the 
vocational education reform in Germany under the influence of European Union’s 
educational policies. Traditionally Germany has kept the distinction between general 
education and vocational education. German vocational education system is called “dual 
system” and has made the German economy successful. On the other hand, European 
Union aims to do away with the distinction between general education and vocational 
education by stimulating internationalization in higher education with full respect to the 
diversity of the national systems in Europa. The process started with the Bologna 
Declaration in 1999 and EU has encouraged cooperation, for example by organizing 
programs such as SOCRATES/ERASUMUS which promote mobility of students, 
teachers and administrative staffs. Based on the principle of subsidiarity EU allows that 
the educational reforms are performed according to the conditions of each country. But it 
is not easy for Germany to realize these reforms at a stroke, while Germany understand 
that the European Dimension in education is one of the key concepts for cooperation 
across participating countries, namely European integration and European identity.  
 Globalization in education asks for more international harmonization of policy 
frameworks, higher education structures, degree systems and curricula. Therefore EU 
tries to complete “Tuning of educational structures and programs on the basis of diversity 
and autonomy”, which is a methodology designed to understand curricula and to them 
comparable and aimed to build consensus among faculty and stakeholders. OECD 
(Organization for Economic Co-operation and Development) also supports “AHELO 
(Assessment of Higher Education Learning Outcome)”, which aims to be direct 
evaluation of student performance at the global level and valid across diverse cultures, 
languages and different types of institutions with feedback on the learning outcomes of 
the students. Through these projects globalization in education can be completed easily. 
 Keywords: EU’s education policies, EU’s strategies on the employment and life-long 
learning, German higher education, German vocational education, Tuning project 
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